
告 示

�愛媛県告示第１２８０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２８１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２８２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項の規定により

指定した施術機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２８３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５１条第１項の規定により、

次のとおり指定医療機関の辞退があった。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

ホ リ バ タ 薬 局 宇和島市広小路１番２８号 平成２８年１０月３日

しおたファミリア歯科＆矯
正歯科 大洲市新谷乙３６７番地１ 平成２８年１１月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

ホ リ バ タ 薬 局 宇和島市堀端町１－１８ 平成２８年１０月２日

施 術 機 関 施 術 所 廃 止

年 月 日氏 名 名 称 所 在 地

鎌 倉 壮 一 エール治療院新
居浜店 新居浜市阿島２－８－１８ 平成２８年

１０月３１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 辞退年月日

宮 田 歯 科 医 院 伊予市双海町上灘甲５４４６
－１ 平成２８年１０月３１日

毎週（火・金）曜日発行 第２８２７号 平成２８年１１月２２日

平成２８年１１月２２日火曜日 第２８２７号

愛 媛 県 報

９２４
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�愛媛県告示第１２８４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２８５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関（指定訪問看護事業者等）の指定訪問看護事業等を行う事業

所の所在地が次のように変更された。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２８６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２８７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の介護予防事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２８８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社 おかげさん 今治市玉川町別所甲９３番３ おかげさん 今治市玉川町別所甲９３番３ 平成２８年８月１日

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人はぴねす福祉会 新居浜市若水町一丁目９番１３
号

訪問看護ステーションはぴね
す

（変更後）
新居浜市若水町二丁目４番３８
号

平成２８年１０月１２日
（変更前）
新居浜市喜光地町一丁目４番
１９号

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人はぴねす福祉会 新居浜市若水町一丁目９番１３
号

訪問看護ステーションはぴね
す

（変更後）
新居浜市若水町二丁目４番３８
号

平成２８年１０月１２日
（変更前）
新居浜市喜光地町一丁目４番
１９号

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人はぴねす福祉会 新居浜市若水町一丁目９番１３
号

訪問看護ステーションはぴね
す

（変更後）
新居浜市若水町二丁目４番３８
号

平成２８年１０月１２日
（変更前）
新居浜市喜光地町一丁目４番
１９号

愛 媛 県 報平成２８年１１月２２日 第２８２７号

９２５
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�愛媛県告示第１２９０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２９１号
平成２８年１０月１３日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

農事組合法人
八反地営農組合

愛媛県松山市八反地
甲２２８番地１

愛媛県松山市八反地
甲３４３番地１ほか４
筆

３，４２２

神 野 哲 彰 愛媛県松山市上伊台
町８９３番地１

愛媛県松山市東大栗
町甲１２０番１０ほか３
筆

７，８６２

株式会社
テレファーム

愛媛県松山市西長戸
町甲２７９番地１７

愛媛県大洲市八多喜
町３９５６番ほか１５筆 ４５，９９５

２ 認可年月日

平成２８年１１月１４日

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２８９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２９２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項の規定に基づき、次のとおり建設業者の営業の停止を命じた。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

レデイ薬局味酒店 松山市宮西三丁目４番３０号 株式会社レデイ薬局 精神通院医療（薬
局）

平成２８年
１１月１日

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

株式会社Ｌｉｅｎ 伊予市米湊６００番地１ ぐんちゅう絆訪問看護ステー
ション

伊予市米湊６００番地１フォル
テｋｉｄｏ２０３号 精神通院医療 平成２８年

１１月１日

医療法人健康会 四国中央市上分町７３２番地１ 訪問看護ステーションいしか
わ 四国中央市上分７１６番地２ 精神通院医療 平成２８年

１１月１日

名 称
所 在 地 変 更

年月日変 更 前 変 更 後

訪問看護２４ 四国中央市土居町土
居３４７番地５

四国中央市土居町土
居３４８番地内

平成２８年
１０月１日

許 可 番 号 許 可
年 月 日

商 号 又
は 名 称 代表者氏名 主 た る 営 業 所

の 所 在 地
営業の停
止を命じ
た年月日

停止を命じた
営 業 の 範 囲

営業の停止を
命じた期間

営 業 の 停 止 を 命 ず る
原 因 と な っ た 事 実

（般－２４）
第４９３２号

平成２４年
１１月２日

有限会社
須賀ポン
プ商会

須賀 重敏 松山市北立花町９
－３

平成２８年
１１月１５日

建設業の営業の
全部

平成２８年１１月２２
日から２４日まで
（３日間）

有限会社須賀ポンプ商会は、
民間の住宅新築工事において、
平成２８年５月２１日に松山市公営
企業管理者の承認を受けずに、
給水装置工事を施工するととも
に無断通水を行ったことが、松
山市公営企業局指定給水装置工
事事業者規程に違反するとして、
同年９月７日付けで同管理者か
ら指定給水装置工事事業者の指
定の効力停止処分（６ヵ月）を
受けた。
また、同社は、平成２５年度に

も同管理者の承認を受けずに、
給水装置工事を施工したことで
同処分（３ヵ月）を受けるとと
もに、愛媛県知事から平成２６年
３月２５日付けで建設業法に基づ
く指示処分を受けている。

愛 媛 県 報平成２８年１１月２２日 第２８２７号

９２６
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�愛媛県告示第１２９３号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び土木事

務所並びに市役所及び町役場において縦覧に供する。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

武丈

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱８号までを順次

結んだ線及び標柱８号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

西条市 福武 井口 甲２０３５番１ １号

八堂 乙１２番１ ２号

乙９番 ３号、４号、５号、６号

釜之口 甲２１６８番３ ７号

甲２１６０番１ ８号

仲組

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱８号までを順次

結んだ線、標柱８号と標柱９号を町道仲組永子線東側官民境界線で

結んだ線、標柱９号と標柱１０号を結んだ線及び標柱１０号と標柱１号

を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

上浮穴郡�万高原町 直瀬 甲２２４７番 １号

乙６１６番 ２号、３号、４号、５号

乙６２３番 ６号、７号

甲２２７０番 ８号

甲２２６９番 ９号

甲２２６０番 １０号

�愛媛県告示第１２９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 �米垣生線
松山市保免上二丁目３１４番６から

同市保免中三丁目３１７番２地先まで
平成２８年１１月２４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 猪伏西谷線
上浮穴郡�万高原町西谷字猪伏９０７４番２から

同字９０７５番２まで

旧 ２０．９～２１．６ ０．０２１

新 １８．４～２１．６ ０．０２１

〃 〃 上浮穴郡�万高原町西谷字猪伏９０７９番６
旧 １９．１～２３．３ ０．００８

新 １９．１～２０．６ ０．００８
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�愛媛県告示第１２９７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県宇和島保健所及

び宇和島市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２８年１１月２２日

愛媛県宇和島保健所長 廣 瀬 浩 美

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社マエダ

愛媛県宇和島市柿原甲１０５９番地

代表取締役 前田 耕作

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社マエダ

愛媛県宇和島市柿原甲１０５９番地

３ 特定施設に関する事項

４ 汚水等の処理施設に関する事項

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 猪伏西谷線

上浮穴郡�万高原町西谷字猪伏９２０５番３から

同字９２０８番１地先まで
旧 ４．３～２７．１ ０．２３５

上浮穴郡�万高原町西谷字猪伏９２０５番３から

同字９２１９番６まで
新 ２５．３～６２．３ ０．２３５

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第８号パン若しくは菓
子の製造業又は製あん業の用に供する粗
製あんの沈でんそう

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり６立方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手の２週間後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 歇（週１～２日）
８時～１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ６．０～７．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，９００

最大 ２，３８０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，１８０

最大 １，４８０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５７０

最大 ６６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３０

最大 １６０

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３３

最大 ４０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０

最大 ４０

備考 製あん工程においてその他、１日当たり通常６０立方メートル、最大７５
立方メートルを使用する。

設 置 年 月 日 平成１０年３月３１日

処 理 施 設 の 種 類 活性汚泥法２段バッキ方式凝集沈殿法

処 理 施 設 の 型 式 －

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

活性汚泥槽
縦１６メートル 横 ８メートル
高さ ５メートル

凝集沈殿槽
縦５．５メートル 横４．５メートル
高さ ５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり６５立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性汚泥法２段バッキ方式凝集沈殿法

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．５

最大 ６．０～７．５

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，４００

最大 １，９００

通常 ８．０

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，０００

最大 １，２２０

通常 ８．０

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５２０

最大 ６３０

通常 １２

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６７

最大 ９５

通常 １２

最大 １５

愛 媛 県 報平成２８年１１月２２日 第２８２７号
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公 告

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１排水口

� �２排水口
雨水排水口

� �３排水口

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県自治体情報セキュリティクラウドへのファイル無害化

システム構築業務の委託

� 委託業務名及び数量

入札説明書及び仕様書による。

� 委託業務の内容等

仕様書による。

� 委託期間

契約締結日から平成２９年３月１７日まで

�愛媛県告示第１２９８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２８年１１月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１

最大 ２５

通常 ２．０

最大 ３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５３

最大 ６５

通常 ５３

最大 ６５

備考 調整槽に一時貯留後処理する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８．０

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．０

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ７０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５３

最大 ６５

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２６）第１５６９０号 平成２７年
１月２７日 清家建築 清家 茂 宇和島市吉田町立間尻甲

１９０９
平成２８年
１０月１１日 建築工事業 建設業の廃止

（特－２３）第１１５７号 平成２３年
１１月１０日 �兵頭海事 兵頭 俊次 宇和島市津島町近家甲２１

１－７
平成２８年
１０月２８日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業、鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
塗装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２７）第１５７５２号 平成２７年
６月３日 上野電気� 上野 貴司 八幡浜市保内町川之石１３

－２７６－２０
平成２８年
１０月３１日 水道施設工事業 建設業の廃止

（一部）
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� 委託業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

ア この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続により紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札により行うものとする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６年度、平成２７年度及び平成２８年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� ＩＳＯ２７００１の認証を取得している者であること。

� 委託業務を委託期間内に適正かつ確実に履行できる体制が整

備されていることを証明した者であること。

� ファイル無害化システムに係る運用・保守の体制が整備され

ていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部政策企画局情報政策課行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、平成２９年１月４日（水）から同

月５日（木）午前９時５９分までの電子入札システムの稼働時

間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３

号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」と

いう。）以外の日の午前９時から午後８時までをいう。以下

同じ。）に提出すること。

イ 紙入札による場合は、平成２９年１月４日（水）から同月５

日（木）午前９時５９分までの受付時間中（県の休日以外の日

の午前８時３０分から午後５時までをいう。以下同じ。）に�
に掲げる場所に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又は

信書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）により提

出すること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、平成２９年１月５日

（木）午前９時５９分までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。

� 開札の日時及び場所

平成２９年１月５日（木）午前１０時

愛媛県庁本館１階 企画振興部政策企画局情報政策課システ

ム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、仕様適合確認審査

申請書（以下「審査申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 審査申請書の受領期限

� 電子入札による場合は、平成２８年１１月２２日（火）から

同年１２月１３日（火）までの電子入札システムの稼働時間中

に提出すること。

� 紙入札による場合は、平成２８年１１月２２日（火）から同年

１２月１３日（火）までの受付時間中に３�に掲げる場所へ持
参又は郵送等により提出すること。

イ 郵送等による審査申請書の取扱い

郵送等により審査申請書を提出する場合は、平成２８年１２月

１３日（火）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を期間内に確実に遂行できると知事が

判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Development of an additional function（Data sanitization

system）to the Ehime local government information security

cloud，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，５ January２０１７

� For further information，please contact： Administrative

Computerization Group，Information Technology Division，

Pol icy and Planning Subdepartment， Planning and

Development Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８９

平成２８年１１月２２日 発行
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